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現行の臓器移植法に至る経緯

◆角膜移植法（昭和33年4月17日）――遺族の書面による承諾
◆角膜腎臓移植法（昭和54年12月18日）
――①遺族の書面による承諾，又は，
②死者の生存中の書面による承諾及び遺族の不拒

◆臓器移植法案（各党協議会案）（平成6年4月12日）
――①死者の生存中の提供意思の書面による表示及び

遺族の不拒，又は，
②遺族の書面による承諾

◆臓器移植法案（各党協議会案）に対する修正案（平成8年6月14日）
――①死者の生存中の提供意思の書面による表示及び

遺族の不拒
◆臓器移植法（平成9年7月16日,成立は6月17日,施行は10月16
日）
―［①死者の生存中の脳死判定に従う意思の書面による表示及び

家族の不拒，及び］
②死者の生存中の提供意思の書面による表示及び
遺族の不拒



臓器移植法の内容・適用範囲
(1)本法の内容
①臓器移植に関する基本的理念
②臓器移植目的で死体から心臓，肺，肝臓，腎臓，膵臓，小腸，眼
球を摘出するための要件（なお，本法の運用指針第11 ２は，こ
れ以外の臓器を移植目的で死体から摘出することを禁じている）
③臓器売買の禁止（すべての臓器移植に及ぶ）
④死体から摘出された臓器のあっせんに関わる要件，など
(2)本法の適用がない移植など
①生体から摘出される臓器・組織を利用する移植（例・腎移植，肝
移植，肺移植，膵臓移植，骨髄移植）
②死体から摘出される組織（例・皮膚，血管，心臓弁，骨，膵島）
の移植（→運用指針第11 ６：遺族の承諾）
③細胞・組織を原材料とする医薬品等の製造のための細胞・組織の
採取・利用
④生体・死体から摘出された臓器・組織・細胞の研究利用



臓器移植法第６条第１項

① 医師は，死亡した者が生存中に臓器を移植術
に使用されるために提供する意思を書面により
表示している場合であって，その旨の告知を受
けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は
遺族がないときは，この法律に基づき，移植術
に使用されるための臓器を，死体（脳死した者の
身体を含む。以下同じ。）から摘出することがで
きる。



臓器移植法第６条第２項第３項

② 前項に規定する『脳死した者の身体』とは、その
身体から移植術に使用されるための臓器が摘出され
ることとなる者であって脳幹を含む全脳の機能が不
可逆的に停止するに至ったと判定されたものの身体
をいう。
③ 臓器の摘出に係る前項の判定は、当該者が第１項
に規定する意思の表示に併せて前項による判定に従
う意思を書面により表示している場合であって、そ
の旨の告知を受けたその者の家族が当該判定を拒ま
ないとき又は家族がないときに限り、行うことがで
きる。［4項以下は省略］



死体からの移植用臓器の摘出要件

【死体（脳死した者の身体〔以下，「脳死体」とい

う〕も含む）からの臓器の一般的摘出要件（6条1

項）】

①生前の本人の，提供意思の，書面による表示（ド

ナーカード→臓器提供意思表示カードや運転免許

証・健康保険証へのシール）

②①の意思表示があったことを知らされた遺族が摘出

を拒まないこと（または遺族がないこと――遺族が

ない場合については以下では省略する）



脳死体からの移植用臓器の摘出要件

【脳死体から臓器を摘出しようとする場合に，脳死の判定

を行うための要件（6条3項）】

③本人の，（提供意思に併せて表示される）脳死判定に

従うという意思の，書面による表示（臓器提供意思表示

カードや運転免許証・健康保険証へのシール――「私

は，脳死の判定に従い，脳死後，移植の為に○で囲ん

だ臓器を提供します。」）

④③の意思表示があったことを知らされた家族が脳死判

定を拒まないこと



臓器提供の意思表示

【生前に提供意思の表示をなしうる者】

ガイドライン第１ 書面による意思表示ができる年齢等に
関する事項

「臓器の移植に関する法律……における臓器提供に係る意
思表示の有効性について、年齢等により画一的に判断す
ることは難しいと考えるが、民法上の遺言可能年齢等を
参考として、法の運用に当たっては、15歳以上の者の意
思表示を有効なものとして取り扱うこと。……患者が知
的障害者等であることが判明した場合においては、当面、
法に基づく脳死判定は見合わせること。」

臓器を分割・縮小して移植することが不可能な心臓などに
ついては身体の小さい小児の患者への移植ができない。



角膜移植法(昭和33年)における承諾要件

【角膜移植に関する法律（昭和33年4月17日）】
第2条 視力障害者の視力の回復を図るため角膜移植術を行

う必要があるときは、医師は、死体から眼球を摘出すること

ができる。

② 医師は、前項の規定により死体から眼球を摘出しようとす

るときは、あらかじめ、その遺族の承諾を受けなければなら

ない。ただし、遺族がないときは、この限りでない。

③ 前項の承諾は、書面をもってするものとする。



角膜腎臓移植法(昭和54年)の承諾要件

第3条 医師は、視力障害者の視力の回復を図る目的で行われる

角膜移植術に使用されるための眼球を、死体から摘出すること

ができる。

② 医師は、腎臓機能障害者に腎臓機能を付与する目的で行われ

る腎臓移植術に使用されるための腎臓を、死体から摘出するこ

とができる。

③ 医師は、第1項又は前項の規定による死体からの眼球又は腎
臓の摘出をしようとするときは、あらかじめ、その遺族の書面によ

る承諾を受けなければならない。ただし、死亡した者が生存中に

その眼球又は腎臓の摘出について書面による承諾をしており、

かつ、医師がその旨を遺族に告知し、遺族がその摘出を拒まな

いとき、又は遺族がないときは、この限りでない。



臨時脳死及び臓器移植調査会答申（平4.1.22）
「脳死及び臓器移植に関する重要事項について」

本人が何らかの形で臓器提供を否定していたときは、たとえ近親
者が提供を承諾しても、臓器の摘出は認められるべきではな
い。また、反対に、臓器提供についての本人の承諾がドナー
カード等の文書でなされていたときには、近親者はこれを尊重
することが望ましいものと考える。

なお、臓器提供についての本人の承諾がドナーカード等の文書
でなされていない場合においても、近親者が諸般の事情から
本人の提供の意思を認めているときには臓器提供を認めてよ
いものと考える。さらに、この点に関しては、本人の臓器提供
についての意思が不明な場合であっても、近親者が提供を承
諾する場合には、臓器提供を認めるべきであるという意見も
あった。･･･」



臓器の移植に関する法律案（各党協議会案）
（平成6年4月12日国会提出）

第6条 医師は、次の各号のいずれかに該当する場合には、移

植術に使用されるための臓器を、死体（脳死体を含む。以下

同じ。）から摘出することができる。

一 死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

に提供する意思を書面により表示している場合であって、その

旨の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又

は遺族がないとき。

二 死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

に提供する意思を書面により表示している場合及び当該意思

がないことを表示している場合以外の場合であって、遺族が

当該臓器の摘出について書面により承諾しているとき。



中山修正案（平8年6月）・中山案（平8年12月）

第6条 医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植術に使用される

ために提供する意思を書面により表示している場合であって、そ
の旨の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は
遺族がないときは、移植術に使用されるための臓器を、死体（脳
死体を含む。以下同じ。）から摘出することができる。

附 則 （経過措置）

第4条 医師は、当分の間、第6条第1項に規定する場合のほか、死
亡した者が生存中に眼球又は腎臓を移植術に使用されるために
提供する意思を書面により表示している場合及び当該意思がな
いことを表示している場合以外の場合であって、遺族が当該眼
球又は腎臓の摘出について書面により承諾しているときにおい
ても、移植術に使用されるための眼球又は腎臓を、同条第2項の
脳死体以外の死体から摘出することができる。



関根修正案(平成9.6.16)によって修正された中山案
（臓器の摘出）

第6条 医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植術に使用されるために提供

する意思を書面により表示している場合であって、その旨の告知を受けた遺
族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は遺族がないときは、この法律に基づ
き、移植術に使用されるための臓器を、死体（脳死した者の身体を含む。以下
同じ。）から摘出することができる。

② 前項に規定する「脳死した者の身体」とは、その身体から移植術に使用され
るための臓器が摘出されることとなる者であって脳幹を含む全脳の機能が不
可逆的に停止するに至ったと判定されたものの身体をいう。

③ 臓器の摘出に係る前項の判定は、当該者が第1項に規定する意思の表示に
併せて前項による判定に従う意思を書面により表示している場合であって、そ
の旨の告知を受けたその者の家族が当該判定を拒まないとき又は家族がな
いときに限り、行うことができる。

附 則 （経過措置）

「脳死体」 → 「脳死した者の身体」 の表現変更以外は中山案に同じ。



平成11年度厚生科学研究「臓器移植の法的事項に関する
研究」（分担研究者町野朔上智大教授）研究班の改正案

 第6条① 医師は、死亡した者が生存中に臓器を移植術

に使用されるために提供する意思を書面により表示して

いる場合であって、その旨の告知を受けた遺族が当該

臓器の摘出を拒まないとき、若しくは遺族がいないとき、

又は死亡した者が当該意思がないことを表示している場

合以外の場合であって、遺族が移植術に使用されるた

めの臓器の摘出を書面により承諾したときには、移植術

に使用されるための臓器を、死体（脳死体を含む。以下

同じ。）から摘出することができる。



厚生科学研究「臓器移植の法的事項に関する研究」
（分担研究者町野朔上智大学教授）研究班の改正案

 第6条② 前項後段の場合において死亡した者が未成年
者であるときには、移植術に使用されるための臓器の摘

出を書面により承諾する遺族は、その者の親権者で

あった者とする。

 ③ 第1項の場合において、死亡した者の臓器提供の許
否に関する意思は、遺族に確認されなければならない。



森岡正博教授の改正案（現行法6条に追加）

6歳以上15歳未満の者については、生存中に臓器を移植
術に使用するために提供する意思を書面により表示し

ている場合であって、かつ親権者が書面によりそれに

承諾を与えていた場合であって、かつその旨の告知を

受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないときまたは遺

族がないときは、この法律に基づき、移植術に使用され

るための臓器を、死体（脳死した者の身体を含む。以下

同じ。）から摘出することができる。6歳未満の者からの
臓器摘出は禁止する。



丸山私案
 (1) 12歳以上
 本人に，脳死判定に従い臓器を提供するという意思表示
をすることを認める（親の承諾は，家族・遺族の脳死判定
及び臓器摘出を拒まない態度を求める要件で保証される）。

 (2) 12歳未満
 子に対して行われる脳死判定に従う意思と臓器提供の意
思を親が表示すること，および家族・遺族のそれらについ
て拒まない態度があれば臓器の摘出を認める。ただし，生
前に本人が，脳死判定に従う意思のないこと，または，臓
器の摘出を拒否する意思を表明していた場合には臓器の摘
出はできない。



現行の臓器移植法に至る経緯

◆角膜移植法（昭和33年4月17日）――遺族の書面による承諾
◆角膜腎臓移植法（昭和54年12月18日）
――①遺族の書面による承諾，又は，
②死者の生存中の書面による承諾及び遺族の不拒

◆臓器移植法案（各党協議会案）（平成6年4月12日）
――①死者の生存中の提供意思の書面による表示及び

遺族の不拒，又は，
②遺族の書面による承諾

◆臓器移植法案（各党協議会案）に対する修正案（平成8年6月14日）
――①死者の生存中の提供意思の書面による表示及び

遺族の不拒
◆臓器移植法（平成9年7月16日,成立は6月17日,施行は10月16日）
―［①死者の生存中の脳死判定に従う意思の書面による表示及び

家族の不拒，及び］
②死者の生存中の提供意思の書面による表示及び
遺族の不拒



15才未満ドナーの問題の論点の整理
◆脳死体からの臓器の摘出には本人意思が不可欠
森岡案
日本小児科学会小児脳死臓器移植検討委員会「小児脳死臓器移
植はどうあるべきか」（2003.4.26）
･･･日本小児科学会は小児脳死臓器移植を治療法の一つとして容
認する。
しかし，その前提としてドナー・レシピエントとなる小児の人権を損な
うことのないように「死を考える授業」などを実践し，自らの命をどう
考えるかの教育を通して，例えばチャイルド・ドナーカードによる自
己意志表明，小児専門移植コーディネーターの育成，そして被虐
待児脳死例の臓器移植を回避する方策の確立など環境整備の諸
問題を今後継続して検討していくことを提言する。

◆脳死体からの臓器摘出はドナー以外の者の承諾で可能
▼成人と同様の取扱い（町野案）
▼子どもに限定した取扱い（丸山案）



衆議院議員河野太郎私案（2004.11.17.HPで確認）

第6条 医師は、次の各号のいずれかに該当する場合には、移植

術に使用されるための臓器を、死体（脳死体を含む。以下同じ。）
から摘出することができる。

一 死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

に提供する意思を書面により表示している場合であって、その旨
の告知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まないとき又は遺族
がないとき。

二 死亡した者が生存中に当該臓器を移植術に使用されるため

に提供する意思を書面により表示している場合及び当該意思が
ないことを表示している場合以外の場合であって、遺族が当該
臓器の摘出について書面により承諾しているとき。

2． 前項第一号に規定する意思の表示を行う場合には、その意
思の表示に併せて、親族に対し当該臓器を優先的に提供する意
思を書面により表示することができる。



内閣府の世論調査（平成16年8月）
Ｑ３ 〔回答票２〕 脳死での臓器移植について、本人の意思をどのよ
うに取り扱うべきか伺います。

脳死での臓器提供について、本人の意思表示がある場合、または、
意思が確認できる場合、臓器提供についてどう取り扱うべきだと
思いますか。この中から１つお答えください。

（53.5）（ア） 本人の書面による意思表示がある場合に限り、脳死
での臓器提供を認めるべき

（17.6）（イ） 本人の書面による意思表示がない場合でも、他者の
証言など何らかの手段により脳死での臓器提供の意思を確認で
きる場合には、脳死での臓器提供を認めるべき

（16.0）（ウ） 脳死での臓器提供について拒否の意思表示があった
場合でも、家族の承諾があれば脳死での臓器提供を認めてよい

［「その他」，「わからない」，は省略］



内閣府の世論調査（平成16年8月）
Ｑ４ 〔回答票３〕 では、脳死での臓器提供について、本人の意思
が確認できない場合については、どうでしょうか。この中から１つ
お答えください。

（35.4） （ア） 本人の臓器提供の意思が確認できないのだ

から脳死での臓器提供を認めるべきではない

（ 9.7） （イ） 脳死での臓器提供を拒否していないのだから

提供を認めてよい

（45.5） （ウ） 提供を認めるか否かは家族の判断に委ねる

べき

（ 0.4） その他（ ）

（ 9.0） わからない



内閣府の世論調査（平成16年8月）
Ｑ16 〔回答票16〕 現在、臓器の移植に関する法律の運用にあたって
は、民法上の遺言可能年齢などを参考として、15歳以上の者の意思
表示を有効なものとして取り扱うこととしており、15歳未満の者から
の脳死での臓器提供は行われていません。このため、国内では重
い心臓病などの小さいお子さんへの臓器移植が困難な状況にあり
ます。あなたは、このことについてどう思いますか。この中から1つお
答えください。

（12.6）（ア） 臓器移植ができないのはやむを得ない
（10.6）（イ） どちらかといえば臓器移植ができないのはやむを得ない
（37.8）（ウ） どちらかといえば臓器移植ができるようにすべきだ
（22.9）（エ） 臓器移植ができるようにすべきだ
（ 9.3） どちらともいえない

（ 6.8） わからない
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Ｑ17 〔回答票17〕 15歳未満の者の臓器提供の意思について、あ
なたはどう思いますか。この中から1つお答えください。

（26.0） （ア） １５歳未満の者の判断であっても、本人の意

思を尊重すべき

（36.3） （イ） １５歳未満の者は適正な判断をできないので、

他の者（家族を含む）が代わって判断すればいい

（23.9） （ウ） １５歳未満の者は適正な判断をできないが、

だからといって他の者（家族を含む）が代わって判断することは
適当ではない

（ 1.0） その他（ ）

（12.8） わからない
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